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証券コード 9156 

2024年６月６日 

株主各位 

                                         愛知県名古屋市中区丸の内一丁目５番 28号 

伊藤忠丸の内ビル８階 

株式会社はなホールディングス 

代表取締役社長 加藤 義人 

 

第２期 定時株主総会招集ご通知 

 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。 

さて、当社第２期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。 

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）

について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに「第２期定時

株主総会招集ご通知」として掲載しておりますので、以下の当社ウェブサイトにアクセスの

うえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。 

 

当社ウェブサイト https://hd.hanahoiku.co.jp/ 

 

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイト

にも掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアク

セスして、銘柄名（会社名）または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／

ＰＲ情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。 

 

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス） 

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show 

 

なお、当日ご出席されない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お

手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2024年６月 27日（木曜日）午後６時までに

議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。 

 

敬 具 

  

https://hd.hanahoiku.co.jp/
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
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記 

 

１．日 時   2024年６月 28日（金曜日）午前 10時 30分  

２．場 所   愛知県名古屋市中区丸の内一丁目５番 28号 伊藤忠丸の内ビル 10階 

当社会議室 

３．目的事項 

報告事項  第２期（2023 年４月１日から 2024 年３月 31 日まで）事業報告の内容報

告の件 

決議事項 

第１号議案  第２期（2023 年４月１日から 2024 年３月 31 日まで）計算書類承認

の件 

第２号議案  剰余金の処分の件 

 第３号議案  取締役３名選任の件 

 第４号議案  定款一部変更の件 

以 上 

 

…………………………………………………………………………………………………………… 

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申しあげます。 

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイトお

よび東証ウェブサイトにその旨、修正前の事項および修正後の事項を掲載させていただ

きます。 
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事 業 報 告 

(
2023年４月１日から

2024年３月31日まで) 
 

１．会社の現況 

(1) 当事業年度の事業の状況 

① 事業の経過及び成果 

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の分類

が第５類に引き下げられ、行動制限が緩和されたことで経済活動の正常化が進み、個人

消費の持ち直しが見られるなど景気は緩やかに回復した一方、ウクライナ情勢の長期

化・円安によるエネルギー価格や物価の高騰、中国の景気減退などにより、依然として

先行き不透明な状況が続いております。 

このような情勢の中、保育業界におきましては、厚生労働省が発表した人口動態統計

（速報値）において2023年の出生数が75万8,631人と統計を開始した1899年以来、最低

の数字となり、少子化に歯止めがかからない状況の中、2023年４月に「こども家庭庁」

が設置され、こどもに関する取組・政策の司令塔が一本化されました。また、2023年12

月には政府から「こども未来戦略」が発表され、2030年までに少子化トレンドを反転す

るべく少子化対策がより一層強化されることになり、その中で「こども誰でも通園制度

の本格実施に向けて試行事業化」など「全ての子育て家庭を対象とした保育の拡充」と

いった保育事業に関する取り組みも掲げられており、保育事業の役割はますます重要

性が高まっていくものと考えられます。 

こうした状況の下、当社は優秀な人材の確保に努め、保育サービスのさらなる需要の

高まりに応えるべく、2023年４月11日に株式会社東京証券取引所 TOKYO PRO Marketに

株式を上場いたしました。 

以上の結果、当事業年度の売上高は120百万円、営業損失は７百万円、経常損失は７

百万円、当期純損失は５百万円となりました。 

当社は、2022年10月４日に株式移転により、株式会社はな保育の完全親会社として設

立され、前事業年度は６ヶ月となっております。そのため、対前期増減率は記載してお

りません。 

 

② 設備投資の状況 

該当事項はありません。 

 

③ 資金調達の状況 

該当事項はありません。 
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(2) 当社の財産及び損益の状況 

区 分 
第１期 

(2023年３月期) 

第２期 

(当事業年度) 

(2024年３月期) 

売 上 高 (千円) 58,278 120,756 

経 常 利 益 (千円) △652 △7,582 

当 期 純 利 益 (千円) 14 △5,108 

１株当たり当期純利益 (円) 0.07 △25,54 

総 資 産 (千円) 255,833 258,268 

純 資 産 (千円) 233,215 228,107 

１株当たり純資産 (円) 1,166.07 1,140.53 

（注）第１期は、2022年10月４日から2023年３月31日までの６ヶ月間となっております。 

 

(3) 重要な子会社の状況 

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容 

株式会社はな保育 10百万円 100.0％ 保育事業 

（注）当事業年度の末日のおける特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。 

特定完全子会社の名称 株式会社はな保育 

特定完全子会社の住所 
愛知県名古屋市中区丸の内一丁目５番28号 

伊藤忠丸の内ビル８階 

当社における特定完全子会社の 

株式の帳簿価額 
233,200千円 

当社の総資産額 258,268千円 

 

(4) 対処すべき課題 

当社は持株会社であり、当社子会社の経営指導及び経営管理を主たる事業として行っ

ております。当社は、当社子会社が行っている事業において、①人材の確保、②保育サー

ビスの品質の向上、③受託保育事業の新規受託、新規事業への取り組み、④コンプライア

ンスへの取組み、及び⑤デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進を経営上の課

題として認識しており、利用者様へのサービス向上を目指して子会社の経営指導及び経

営管理に取り組んでまいります。 
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(5) 主要な事業内容（2024年３月31日現在） 

当社は、保育事業を運営している子会社の経営指導及び経営管理を主たる業務として

おります。 

 

(6) 主要な事業所（2024年３月31日現在） 

本 社 愛知県名古屋市 

 

(7) 使用人の状況（2024年３月31日現在） 

当社の使用人の状況 

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

6 （1）名 - 45.9歳 3.0年 

（注）１．使用人数は従業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人

数を外数で記載しております。 

２．従業員は、株式会社はな保育からの出向者であり、平均勤続年数は同社での

勤続年数を記載しております。 

 

(8) 主要な借入先の状況（2024年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

 

２．株式の現況 

(1) 発行可能株式総数   800,000株 

(2) 発行済株式総数   200,000株 

(3) 株主数       ２名 

(4) 大株主の状況 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

加 藤 義 人 199,900株  99.95％  

株 式 会 社 Ｈ Ｙ     100株  0.05％  

計 200,000株  100.00％  
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３．会社役員の状況 

(1) 取締役及び監査役の状況（2024年３月31日現在） 

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 社 長 加 藤 義 人  

取 締 役 新 美 隆 史 管理本部長 

取 締 役 滝 口 菜 穂 子 保育事業本部長 

監 査 役 冨 永 淳 志 

アリオンパートナーズ株式会

社代表取締役（冨永公認会計

士事務所） 

（注）１．監査役冨永淳志氏は、社外監査役であります。 

２．監査役冨永淳志氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有するものであります。 

 

(2) 責任限定契約の内容の概要 

当社は、社外監査役との間で、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。 

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としており

ます。 

 

(3) 取締役及び監査役の報酬等 

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項 

株主総会で決議された報酬限度の範囲内において、各取締役の職務内容、役割、成果

実績及び社会情勢を総合的に勘案して取締役会で決定しております。 

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項 

取締役の金銭報酬の額は、2022年10月６日開催の臨時株主総会において年額5,000万

円以内と決議しております。当該臨時株主総会終結時点の取締役の員数は３名です。 

監査役の金銭報酬の額は、2022年10月６日開催の臨時株主総会において年額240万円

以内と決議しております。当該臨時株主総会終結時点の監査役の員数は１名です。 

③ 取締役及び監査役の報酬等の総額等 

区  分 員  数 報酬等の総額 

取 締 役    ３名    44,220千円 

監 査 役 

（うち社外監査役） 

   １ 

   （１） 

    2,400 

    （2,400） 

合   計 

（うち社外役員） 

   ４ 

   （１） 

   46,620 

    （2,400） 

（注）取締役の報酬等の総額には、当事業年度における役員退職慰労引当金繰入額
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6,580千円（取締役３名）を含めております。 

 

(4) 社外役員に関する事項 

① 重要な兼職先である他の法人等と当社の関係 

社外監査役冨永淳志はアリオンパートナーズ株式会社（冨永公認会計士事務所）の代

表取締役であり、Ｆｒｉｃｈ株式会社の監査役、株式会社ニューロマジックの監査役、

山八商事株式会社の監査役であります。なお、当社とアリオンパートナーズ株式会社、

Ｆｒｉｃｈ株式会社、株式会社ニューロマジック、山八商事株式会社との間に重要な取

引その他の関係はありません。 

② 当事業年度における主な活動状況 

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況 

社外監査役 冨永 淳志 

当事業年度の取締役会には、12回中12回に出席

し、公認会計士としての専門的知見と豊富な経

験に基づき、議案審議につき必要な発言を行っ

ております。 

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款の規定に基づ

き、取締役会決議があったものとみなす書面決議が10回ありました。 
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貸 借 対 照 表 

（2024年３月31日現在） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 負  債  の  部 

流 動 資 産 19,471 流 動 負 債 20,456 

  現 金 及 び 預 金  6,769    未 払 費 用  13,281  

  仮 払 金  10,163    未 払 法 人 税 等  35  

  未収還付法人税等 2,353   未 払 消 費 税 等  1,671  

  そ の 他 184   そ の 他 5,467 

固 定 資 産 238,796 固 定 負 債 9,705 

 投資その他の資産 238,796   役員退職慰労引当金  9,705  

  関 係 会 社 株 式  233,200  負 債 合 計 30,161 

  繰 延 税 金 資 産  5,596  純  資  産  の  部 

    株 主 資 本 228,107 

     資 本 金 10,000 

     資 本 剰 余 金 223,200 

      その他資本剰余金 223,200 

     利 益 剰 余 金 △5,093 

      その他利益剰余金 △5,093 

       繰 越 利 益 剰 余 金 △5,093 

    純 資 産 合 計 228,107 

資 産 合 計 258,268 負債純資産合計 258,268 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

(
2023年４月１日から

2024年３月31日まで) 
（単位：千円） 

科 目 金 額 

売 上 高  120,756 

売 上 総 利 益  120,756 

販売費及び一般管理費  128,340 

営 業 損 失  7,584 

営 業 外 収 益   

 受 取 利 息 0  

 そ の 他 2 2 

経 常 損 失  7,582 

税 引 前 当 期 純 損 失  7,582 

法人税、住民税及び事業税 71  

法 人 税 等 調 整 額 △2,545 △2,474 

当 期 純 損 失  5,108 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

(
2023年４月１日から

2024年３月31日まで) 
（単位：千円） 

  株 主 資 本 

純 資 産 

合  計 

  

資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合 計 

  

その他資本 

剰 余 金 

資本剰余金 

合  計 

その他利益 

剰 余 金 利益剰余金 

合 計   繰 越 利 益 

剰 余 金 

当 期 首 残 高 10,000 223,200 223,200 14 14 233,215 233,215 

当 期 変 動 額        

 当 期 純 損 失    △5,108 △5,108 △5,108 △5,108 

当期変動額合計 - - - △5,108 △5,108 △5,108 △5,108 

当 期 末 残 高 10,000 223,200 223,200 △5,093 △5,093 228,107 228,107 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 引当金の計上基準 

 役員退職慰労引当金     役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職金規程

に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

(2) 重要な収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収

益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020年３月31

日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

 

(3) その他計算書類作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用

しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

関係会社に対する金銭債権、債務 

短期金銭債務       5,278千円 

 

３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売 上 高       120,756千円 

業 務 委 託 費        17,292千円 

出向者給与等                32,860千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における発行済み株式の種類及び総数 

普通株式                  200,000株 

 

５．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達

しております。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。 
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② 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

営業債務である未払金、未払費用及び預り金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払

期日であります。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

ａ 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、営業債権である売掛金については、取引先ごとに期日管理及び残高管理

を行い、定期的にモニタリングを行っております。 

ｂ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の

管理 

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新す

るとともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織

り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動するこ

とがあります。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 
貸借対照表計上額 

（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

(1)未収還付法人税等 2,353 2,353 - 

 資産計 2,353 2,353 - 

(1）未払費用 13,281 13,281 - 

(2）未払法人税等 35 35 - 

(3）未払消費税 1,671 1,671 - 

負債計 14,988 14,988 - 

(*）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

(1）未収還付法人税等 

これらの時価の算定は、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近

似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(1）未払費用、(2）未払法人税等、並びに(3)未払消費税等 

これらの時価の算定は、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近
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似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

関係会社株式（貸借対照表計上額233,200千円）については、市場価格がなく、時価

を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象としておりませ

ん。 

 

６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

未払役員賞与 2,116千円 

役員退職慰労引当金 3,258 

その他 426 

繰延税金資産計 5,800 

繰延税金資産の純額 5,800 

 

７．関連当事者との取引に関する注記 

関連会社等 

種類 会社等
の名称 所在地 

資本金
又は 
出資金 

（千円） 

事業の
内容 

議決権
等の所
有(被
所有)
割合 

（％） 

関連当
事者と
の関係 

取引の 
内容 

取引金額 
（千円） 科目 期末残高 

（千円） 

子会社 株式会社 
はな保育 

愛知県 
名古屋市 10,000 保育 

事業 

(所有) 
直接 
100 

経営指
導 
管理業
務の委
託 
出向者
の受入 
役員の
兼任 

経営指
導料の
受取 
(注)２ 

120,756 売掛金 - 

管理業
務料の
支払 
(注)３ 

17,292 その他 1,585 

出向者
給与の
支払 
(注)４ 

32,860 未払費
用 3,693 

(注) １．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれております。 

２．経営指導料については、経営活動全般に関する指導、助言に対する対価として業

務の内容を勘案し決定しております。 

３．管理業務料については、管理業務の内容を勘案して決定しております。 

４．出向者に対する給与の支払は、契約をもとに決定しております。 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たりの純資産額   1,140円53銭 

(2) １株当たりの当期純損失     25円54銭  
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監査役の監査報告書 謄本 

監 査 報 告 書  

 

 私は、2023年４月１日から 2024年３月 31日までの第２期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

監査役は、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備

に努めるとともに、取締役会やその他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を

閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。 

さらに、会計帳簿及びこれに関する資料の調査を行い、当事業年度に係る計算書類

（貸借対照表、損益計算書、及び株主資本等変動計算書）及びその附属明細書について

検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大

な事実は認められません。 

 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認めます。 

 

以上  

 

   

2024年５月30日 

 

株式会社はなホールディングス 

監査役  冨 永 淳 志          
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株主総会参考書類 

 

議案及び参考事項 

第１号議案 第２期（2023年４月１日から 2024年３月 31日まで）計算書類承認の件 

会社法第４３８条第２項に基づき、当社第２期計算書類の承認をお願いするものであ

ります。 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表の内容につきまして

は、添付書類（８ページから 14ページ）に記載のとおりであります。 

当社取締役会は、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表に

つきまして、法令および定款に従い、会社財産および損益の状況を正しく示しているもの

と認めます。 

  

第２号議案 剰余金の処分の件 

 期末配当に関する事項 

  当期の期末配当につきましては、１株につき 20円とさせていただきたいと存じます。 

（１） 配当財産の種類 

金銭といたします。 

 

（２） 配当財産の割り当てに関する事項およびその総額 

当社普通株式１株につき金 20円 

総額は 4,000,000 円を資本剰余金から配当いたします。 

 

（３） 剰余金の配当が効力を生じる日 

2024年 6月 29日 

 

（４） 配当支払開始日 

2024年 7月 1日 

 

 第３号議案 取締役３名選任の件 

   取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、改めて取

締役３名の選任をお願いするものであります。 

取締役候補者は次のとおりであります。 

氏   名 

（生年月日） 

略歴、地位、担当 

および重要な兼職の状況 

所有する当社

の株式の数 

加藤 義人 

（1976 年４月６日生） 

2000 年４月 

2006 年６月 

株式会社タイアップ入社 

株式会社リクルートＲ＆Ｄスタ
199,900 株 
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2009 年８月 

2012 年７月 

ッフィング入社 

Ｃｒｅｗ（個人事業主）開業 

当社設立 代表取締役（現任） 

新美 隆史 

（1978 年８月６日生） 

2001 年４月 

2002 年 10 月 

2011 年７月 

2017 年３月 

2020 年７月 

 

2022 年 10 月 

山梨大学付属幼稚園入職 

株式会社ナムコ入社 

ミドリ安全知多株式会社入社 

株式会社パーソンズ入社 

株式会社パーソンズ（現 株式会

社はな保育）取締役就任（現任） 

当社取締役（現任） 

- 

滝口 菜穂子 

（1961 年９月８日生） 

1982 年４月 

2007 年４月 

 

2012 年９月 

2013 年８月 

 

2017 年４月 

2020 年７月 

 

2022 年 10 月 

もみじ幼稚園入職        

医療法人愛生館はとぽっぽ保育

所入職 

託児所こどもひろば入職 

社会福祉法人任天会富士見の森

保育園入職 

株式会社パーソンズ入社 

株式会社パーソンズ（現 株式会

社はな保育）取締役就任（現任） 

当社取締役（現任） 

- 

  （注）候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

 

第４号議案 一部定款変更の件 

１． 提案の理由 

当社および子会社の事業活動の現状に即し、事業内容の明確化を図るため、現行

定款第２条(目的)に事業目的を追加するものです。 

 

２． 定款変更案の内容 

 定款変更案の内容は次のとおりであります。 

（下線は変更部分） 

現行定款 変更案 

（目的） 

第２条 当会社は、次の事業を行うことを

目的とする。 

１.次の事業を営む会社の株式を所有する

ことにより、当該会社の事業活動を支配、

（目的） 

第２条 当会社は、次の事業を行うことを

目的とする。 

１.次の事業を営む会社の株式を所有する

ことにより、当該会社の事業活動を支配、
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管理すること 

（1）～（35）【省略】 

      【新設】 

 

（36）   【省略】 

 

管理すること 

（1）～（35）【現行どおり】 

（36）雑貨、家具、インテリア、事務用機

器、各種用品の販売 

（37）【現行どおり】 

 

 

以 上 


